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　ＥＮＮ：日本の国民一人当たりのＧＤＰ

は、3.4万ドルと、主要７カ国で最下位に沈

みました。円安の影響もあるようですが、日

本の産業が弱体化したのは確かです。この原

因は、どんなところにあるのでしょうか。

　加藤：日本はたしかに､「ものづくり」

という点では、成功しました。多重下請け

構造を使って､「同じ物をいかに正確に速

く安く作るか」という点では、大きな成果

を上げました。

　しかし時代は変わり、サービスに価値を

求めるようになりました。ですから従来､

「ものづくり」で提供してきた製品は、

サービスを利用するための端末でしかあり

ません。また最近は､「サービスドミナン

トロジック」という考え方が出てきまし

た。この考え方は、企業と顧客がともに価

値を創造していくという「価値共創」の視

点からマーケティングを組み立てるもので

す。ここでは、経済活動はすべてサービス

として捉えられますから、物はサービス全

に、どの道を選び、どのサービスステーショ

ンでいつ充電すれば良いかを案内するナビの

サービスが必要になります。ＥＶを活かすた

めに顧客だけでなく他のサービスの提供者と

価値を共創することが重要であり、そのサー

ビスがＥＶの価値を決めると言えます。

　ＥＮＮ：ＤＸ(デジタル･トランスフォー

メーション)も、サービスによって価値が

決まるということですね。

　加藤：ＤＸを進めるのにも、ステークホ

ルダーと顧客体験価値をどのように共創す

るかという観点で、ＤＸを進めないと、な

かなか欧米が取り組んでいるＤＸに勝つこ

とはできません｡「ものづくり」のプロセ

ス変革だけに取り組んでも、ＤＸはなかな

か進みません。

　ＥＮＮ：ご指摘される「本質的なＤＸ」

を実現するためには、何が必要になるので

しょうか。

　加藤：一つの製品の周囲にある自治体や

メーカーなど、様々なステークホルダーの

協力を得ながら、価値共創を行うことが必

要です。

　そして、価値共創を実現するには、現在

の環境をシステムとして可視化することが必

要で、そのうえで、そこで浮かび上がった社

会課題をどのように解決するかという発想が

求められます。さらに、その課題解決のため

のプロジェクトをどう構成するかというプロ

グラムマネジメントが必要になります。
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体から見たら、サービスという製品の一部

でしかありません。

　にもかかわらず、昔の成功体験を信じて､

「ものづくり」への拘りを捨てきれないた

め、日本の産業界を陳腐化させてしまいま

した。その結果が、日本の一人当たりのＧ

ＤＰの低下につながったと思います。

　ＥＮＮ：サービスの時代になったら、重

要なことは「価値をいかに提供するか」と

いう点ですね。

　加藤：現在、世界のＧＤＰの60％がサービ

ス産業で占められていますし、日本の人口

の70％以上がサービス業に従事しています。

　こうしたサービス中心の世の中になって

くると何が起こるかというと、サービスは

顧客と一緒に作るようになります。しかも

インターネットを活用することで、顧客か

らのフィードバックが、どんどん速くなり

ます。こうしたアジャイルな環境にいかに

対応するかが、求められます。

　今ＥＶ(電気自動車)が話題になっています

が、重要なことは、顧客体験価値をどう設計

するかで、例えばＥＶで目的地に行くのに、

渋滞を避け、短時間で確実に到着できるため
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　Ｐ２Ｍではこれを遂行する人材を「使命

達成型職業人」と呼んでいますが、バラン

スの取れた使命達成型職業人の育成が重要

になってきます。

　ＥＮＮ：ＤＸを実現するには、根本的な

人材育成から必要で、何か特別な方法があ

るわけではないのですね。

　加藤：日本で、ＤＸを議論する時､

「How to ＤＸ(どのようにＤＸを実現する

か)」の話に焦点を当てますが、重要なこ

とは「何のためにＤＸをやるのか」という

ことです。

　ＥＮＮ：ＤＸを実現するには、プログラ

ムとプロジェクトの双方のマネジメントを

バランス良くできる人材を育成する必要が

あると思いますが、どのように育成するべ

きなのでしょうか。

　加藤：これまで、日本の教育は正解を求

めることに重点があったと思います。しか

し、ＶＵＣＡ時代と言われる正解のない環

境では、一人一人が自分の人生を「マイプ

ログラム」としてデザインできるスキルを

持つ必要があります。マイプログラムを持

つ人材であればビジネスにおいてもプログ

ラムを構築して、それをプロジェクトとし

て実践することができると考えています。

　この「マイプログラム」を構築できうる

人材を育成するには、教育を根本から変え

る必要があります。

　近江商人が提唱した三方よし(売り手よ

し、買い手よし、世間よし)というのは本

来、日本の得意技だったのですが、今の日

本では忘れられているように思います。で

すから、ＰＭＡＪは今、そこを支援するた

めの取組を進めています。

　ＥＮＮ：どのようなことに取り組まれて

いるのですか。

　加藤：すでに、一部の大学では、カリ

キュラムにプログラムマネジメント講座を

始めています。

　また若い頃から、プロジェクト･プログ

ラムマネジメントを習得することが重要と

考え、中部や九州地方では、高校生にプロ

グラムマネジメントを教えようという取組

を徐々に始めています。

　この他に、地域のＰＭセミナーを年間７

回やっていますし、産学官連携のセミナー

にも取り組んでいます。

　ＥＮＮ：地域単位のセミナーには数年前

から取り組まれていますね。

　加藤：地域で価値を共創する仕組みを作

ることによって、何が起こるかというと、

その地域に産業が興ります。さらに価値共

創の仕組みがあれば、継続的に産業が発展

し地方創生につながります。

　実際、沖縄のＰＭセミナーで紹介された

注目すべき事例がありました。

　以前、琉球大学と地元の水産業とＩＴ企

業が共創して海ぶどうの生産性の向上に取

り組みました。その結果、海ぶどうの賞

味期限が１週間から２週間になり、容量は

1.5倍になりました。これにより輸送が可

能となり、日本のどこでも海ぶどうを食べ

られるようになり、海外にも輸出できるよ

うになりました。今では、フランスにも輸

出していると聞いています。

　これは、海水に二酸化炭素を吸収させる

ことによって、海藻である海ぶどうの成育を

良くする仕組みを共創したのですが、その結

果、沖縄の産業の活性化につながりました。

　今ではその延長で、マイクロプラスチッ

ク(ＭＰ)を吸収する海藻の成長を促し、Ｍ

Ｐを吸収した海藻を処理してバイオ燃料に

するような取組にも発展しています。この

取組は、カーボンニュートラルにもつなが

りますから、時流にも見合っています。

　また北海道の藤女子大学は､「何か、特色

のある講座を始めたい」と相談に来られて、

Ｐ２Ｍを教える学科として「ＰＭ専修」とい

う課程を作りました。学生たちが、自分でＰ

２Ｍを活用して課題を発見して、それを実際

に企業、自治体、ＮＰＯ法人と一緒に課題解

決に取り組むようになりました。そんな経験

が評価されて、ＰＭ専修の学生の就職実績が

高いと聞いています。

　地味な取組ですが、プログラムとプロ

ジェクトマネジメントを普及することで、

地域の産業の活性化にも役立っていると自

負しています。

　ＥＮＮ：ありがとうございました。
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